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研究成果の概要（和文）：本研究は北海道における風力・太陽光発電の大量導入を想定し、電力・熱システム統
合によるコスト削減効果をモデル分析によって明らかにした。電力システムにおいて現在のコスト条件を想定す
ると、電力需要に占める風力発電の割合を大幅なコスト上昇を伴わずに40％まで増やすことができる。電力と熱
の供給システムを統合した場合、風力・太陽光発電の割合が40％を超える条件でコスト低減効果が認められ、風
力・太陽光発電の割合が高いほどコスト低減効果も大きかった。2030年までの技術進展を想定した場合、余剰電
力の熱転換に加えて、燃料電池コジェネレーションも導入されるようになり、さらなるコスト低減が進むことが
分かった。

研究成果の概要（英文）：This study clarifies the cost reduction effect of integrated power-heat 
supply system considering the large-scale provision of wind and solar power in Hokkaido. When 
considering the present level of cost for energy supply technology, the share of these renewables in
 electricity demand can be raised to 40% without large increase of supply cost. By integrating the 
power and heat supply system, the energy supply cost can be reduced when more than 40% of 
electricity demand is covered with wind and solar power. As the share of these renewables increase, 
the larger part of energy supply cost can be reduced. When considering the technological development
 by 2030, fuel cell based combined heat and power supply system can be utilized to reduce the cost 
in addition to the electric heating technology.

研究分野：エネルギーシステム工学

キーワード： 再生可能エネルギー　二酸化炭素排出削減　電力・熱供給システム　電力系統安定化　低炭素熱源　風
力発電　太陽光発電　コジェネレーション
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１．研究開始当初の背景 
風力発電や太陽光発電の出力は風況や日
射量に左右されるため、これらの再生可能エ
ネルギー（以下再エネ）の普及には出力変動
への対策が不可欠である。バックアップ電
源・蓄電池・系統広域化等の個々の変動対策
の技術的な長所・短所については解明が進み、
複数の対策の適切な組合せが重要だと認識
されている。ただし、導入コストを考慮した
場合にどのような対策の組合せが望ましい
かについては、実社会への導入に際し重要で
あるにも関わらず未解明である。 
また、電力・熱システムの一体化が世界的
に進んでおり、電力・熱の双方を生み出すコ
ジェネレーション技術や再生可能エネルギ
ーの余剰電力の熱利用にも注目が集まって
いる。しかし、再エネ出力の変動対策に熱供
給システムを活用する方策については、必ず
しも十分な知見が得られていない。 

 
２．研究の目的 
本研究は風力・太陽光発電の賦存量が豊富
な北海道地域を対象とし、バックアップ電
源・蓄電池・熱供給システムの活用といった
出力変動対策技術を考慮した上で、風力・太
陽光発電を大幅なコスト上昇を伴わないで
どこまで増やせるかを計算機モデル分析に
よって明らかにする。電力・熱供給システム
が独立している場合、コジェネレーション・
電熱転換技術の導入によって両システムが
統合される場合を比較し、両システムの一体
化によるコスト低減効果を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
本研究で用いる電力・熱統合システムモデ
ルは、申請者が以前に開発した電力システム
モデルをベースにしている。このモデルは、
電力・熱需要を最小コストで満たすエネルギ
ー供給技術の組合せとその運転パターンを
推計するものである。このモデルでは、北海
道は図 1(a)のような 7 エリアに分類される。
各エリアには電力需要が与えられ、エリア同
士は送電線で結ばれる。エリア毎の年間電力
需要およびエリア間送電線の容量・距離は、
実データを元に図 1(b)にように想定された。
また、熱需要については大需要地であるエリ
ア 1（札幌圏）の家庭部門のみを対象とし、
年間需要を 10.4TWhと想定した。 
 各エリアの電力需要は、風力発電、太陽光
発電、オープンサイクルガスタービン発電
（OCGT）、コンバインドサイクルガスタービ
ン発電（CCGT）、蓄電池によって賄われ、余
剰電力は隣接エリア間で融通可能だと想定
した。熱需要は、ガスボイラ、燃料電池コジ
ェネレーション、電気給湯機によって賄われ
ると想定した。電気給湯機はセントラルヒー
ティングによって暖房に用いることもでき、
貯湯槽が付属すると想定した。すなわち本研
究では、すべての化石燃料が天然ガス・都市
ガスと想定されており、ガス燃料の消費量削

減を CO2排出量削減とみなすことができる。 
 電力・熱需要は実データに基づいて 1年間
8760 時間分がエリア毎に与えられ、すべて
の時間ですべての需要が満たされている必
要がある。エネルギー供給コストは、各エネ
ルギー供給技術の設備費、運用維持費、燃料
費の合計である。これらの技術の効率・コス
ト等のパラメータは、Reference ケースでは
すべて直近の値を用いている。ただし一部の
解析ケースでは、これらのパラメータを変化
させてその影響を調べている。 
 本研究では、再生可能エネルギーがまった
く入らない時のガス燃料消費量を基準とし、
そこからのガス燃料消費量の削減率を「燃料
削減率（ΔFuel）」として定義する。この燃料
削減率を 0%から 100%まで変化させながら
繰り返しモデルを求解することで、風力・太
陽光発電の導入を進め CO2 排出量削減を進
めることが総エネルギー供給コストやシス
テム構成にどのような影響を与えるかを調
べることができる。 
 
(a) 

 

(b) 

 

図 1 (a) 北海道のエリア区分。(b) 各エリア
の年間電力需要とエリア間送電線のレイア
ウトの想定 

 

 

４．研究成果 
(1) 電力システムにおける再エネ導入量分析 
電力・熱システムの統合的な解析に先立ち、



電力システムのみに着目したモデルの改良
とより詳細な分析を行った。 
図 2は、燃料削減率を 0％から 80％まで変
化させたときの、北海道全体における各電源
および蓄電池の設備導入量を示す。北海道で
は太陽光よりも風力が優先的に導入される。
その導入量は燃料削減率が 40％以下では燃
料削減率に比例するが、それより高い条件で
は指数的に増加する。これは、風力発電設備
量が 1時間当たり電力需要の年間ピークであ
る 4.8GWを超え、CCGT等他の電源を止め
ても余剰電力ロスが発生し、設備利用効率が
下がるためと考えられる。 
図 3は、燃料削減率を同様に変化させたと
きの各電源の年間発電電力量を示す。総発電
電力量は燃料削減率が 40％以下の領域でほ
ぼ一定であるが、40％を超えると、風力発電
電力量の増加が CCGT 発電電力量の減少を
上回り余剰電力ロスが増加する。太陽光発電
や蓄電池の導入による余剰電力ロスの削減
は、燃料削減率が 60％以上の領域でいくらか
行われるのみである。この結果は、現在のコ
スト条件下では、そうした対策を講じて余剰
電力を有効利用するより、余剰電力を廃棄す
る方が低コストであることを示している。 

 
図 2 各電源の設備導入量 

 

図 3 各電源の年間発電電力量 
 現在のコスト条件で、燃料削減率 0％の条
件から 10％のコスト増加を許容する場合、燃
料削減率の最大値は 45％であった。次に、太

陽光発電コストを 75％低下させたケース
（LS75）、および太陽光発電と蓄電池のコス
トを共に 75％低下させたケース（LB75）に
ついても、10％のコスト増を許容した時の最
大燃料削減率を計算したころ、57％と 79％
であった。将来の技術開発により、北海道の
電力需要に占める風力・太陽光発電の割合を
ここまで増やせることがわかった。 
図 4 および図 5 は、現状（Ref）、LS75、

LB75の 3ケースで 10％のコスト増を許容し
た時の設備導入量および発電電力量の比較
である。LS75では、Refと比べて風力発電・
CCGT発電の設備量はほとんど変わらず、太
陽光発電の設備量が増え、蓄電池はほとんど
導入されない。太陽光発電コストが風力発電
コストより安価になっているにも関わらず、
太陽光発電による風力発電の置き換えは進
まず、発電電力量は風力発電の方が多い。
LB75*では、太陽光発電設備が大幅に増加し、
CCGT設備と風力発電設備は減少する。また
LB75*では太陽光発電と同時に蓄電池の導
入が進む。これらの結果は、太陽光発電のコ
ストが低下するだけではその普及には限界
があり、同時に蓄電池のコストも低下する必
要があることを示唆している。また、太陽光
発電と蓄電池のコストが大幅に低下した場
合でも、ある程度の風力発電を残した方が、
総コスト低減につながることが示唆される。 

 
図 4 設備導入量のケース間比較 

 

図 5 各電源の設備導入量 
 

(2) 電力・熱統合システムにおける再エネ導
入量分析 



次に、図 1のエリア 1（札幌圏）の熱需要
を加えた系での分析を行った。モデル計算は、
すべての熱需要がボイラで満たされ電力・熱
供給が独立に行われるケース（ELEケース）、
電気給湯機と燃料電池コジェネレーション
が導入可能で電力・熱供給が統合的に行える
ケース（E-H1ケース）、電力・熱供給の統合
化に加えて風力発電・太陽光発電・燃料電池
コジェネレーションのコストが政府による
2030 年見通し価格の水準まで低下したケー
ス（E-H2ケース）について行った。 
図 6は、上記 3ケースにおける燃料削減率
とエネルギー供給コストの関係を示した図
である。ELEと E-H1を比べると、燃料削減
率が 40％を超える条件において、E-H1の方
が大幅に低コストとなっている。コストの低
減幅は、燃料削減率に相関して大きくなる。
この結果は、電力・熱供給システムの一体化
が、風力・太陽光発電の大量導入に伴う出力
変動対策コストの増加を抑制し、同じコスト
でより多くの風力・太陽光発電導入を可能に
することを示唆している。またE-H1とE-H2
を比べると、E-H2 では燃料削減率に関わら
ずコストが 10％程度低減されており、新技術
のコスト低減の有効性が示唆される。 

200

300

400

500

600

700

800

0 10 20 30 40 50 60 70 80

C
os

t [
bi

lli
on

 J
P

Y
]

Δ Fuel [%]

ELE E-H 1 E-H 2

 
図 6 電力・熱供給コストの比較 
 
図 7および図 8は、E-H1および E-H2ケ
ースにおいて燃料削減率を0％から80％まで
変化させたときの年間発電電力量である。い
ずれのケースでも、燃料削減率が 40％以下の
領域では、電力供給システムと熱供給システ
ムが独立な ELEケース（図 3）と比べてほと
んど変わらない。燃料削減率が 40％を超える
領域に着目すると、E-H1では ELEと比べ、
発電電力量の総量はほとんど変わらない。ま
た発電量の内訳を見ると、風力発電量が増加
し太陽光発電が減少している。一方 E-H2で
は ELE と比べ、発電電力量の総量が減少す
る。また少量ではあるが燃料電池コジェネレ
ーション（CHP）が導入されるようになる。
現在のコスト水準を想定した E-H1ではガス
火力発電より遥かに高価だが、2030 年のコ
スト条件を想定した E-H2では設備コストの
大幅な低減が想定されている。燃料電池コジ

ェネレーションが風力変動対策として活用
されるためには、さらなるコスト低減が必要
であることが示唆される。 
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図 7 E-H1ケースの年間発電電力量 
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図 8 E-H2ケースの年間発電電力量 
 
図 9および図 10は、E-H1および E-H2ケ
ースにおいて燃料削減率を0％から80％まで
変化させたときの年間熱供給量である。ELE
ケースではすべての熱需要がボイラによっ
て満たされるため、結果を示す図は省略する。 

E-H1では、燃料削減率が 40％以下の領域
では全熱需要がボイラによって満たされる。
40％を超えると、電気給湯機による熱供給が
燃料削減率に相関して増加しボイラによる
熱供給を置き換える。この領域では風力・太
陽光発電の出力変動に起因する余剰電力が
発生するが、この余剰電力が電気温水器およ
び付属する貯湯槽によって有効に活用され
ていることが示唆される。なお、総熱供給量
が燃料削減率と共に増加しているのは、貯湯
槽におけるエネルギーロスのためである。 

E-H2ケースでも、燃料削減率が 40％以下
の領域ではボイラがすべての熱需要を満た
している。40％を超える領域では、電気給湯
機に加えて、燃料電池コジェネレーションも
熱需要の 5％程度を賄っている。燃料電池コ
ジェネレーションは、エネルギー利用効率が
高い反面初期費用が高額であり、通年での運
転時間が短く設備利用率が低い場合には、採



算が取れなくなってしまう。設備導入量が小
規模に留まるのは、大規模導入に伴う設備利
用率の低下を避けるためと考えられる。今後
は技術進展ケースでの分析を続け、電力・熱
供給システムのさらなる一体化の可能性を
模索する予定である。 
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図 9 E-H1ケースの年間熱供給量 
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図 10 E-H2ケースの年間熱供給量 
 
これらの分析結果から、現状のコスト条件
下を想定すると、北海道では、電力需要に占
める風力・太陽光発電の割合を大幅なコスト
上昇を伴わずに 40％程度まで増やせること
がわかった。また、太陽光発電および蓄電池
のコストを 75％低減することで、この割合を
80％程度まで増やせることがわかった。 
電力・熱供給システムの一体化は、電力需
要に占める風力・太陽光発電の割合が 40％を
超える条件において、総システムコストを大
幅に低減できることがわかった。その主要因
は、電力供給システムにおける余剰電力の熱
利用であった。電力・熱を同時に供給する燃
料電池コジェネレーションは、そのコストが
2030 年見通しの水準まで低下すれば、出力
変動対策コストの低減に若干の効果が見込
まれることがわかった。 
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